	段ボール箱製造業


主な原料となる段ボール原紙の仕入価格が、平成30年初めに値上がりした。これに伴い足元では、価格転嫁できた企業とそうでない企業で収益の明暗が分かれた。近年通販等が著しく増えていることにより、段ボール箱の全体的な需要は増えているが、中小では需要増加の恩恵を受けることができずにいる企業もある。
業界の概要

段ボール箱は、波形の中芯原紙の片面、または両面に表紙となる厚紙を貼り合わせた段ボールシートに印刷・打ち抜き等の加工を施して、製箱したものである。軽量で外部の衝撃から内容物を保護する特性に優れることから、物流において不可欠な包装資材である。
段ボール箱は、（１）原紙の生産から段ボール箱の生産まで一貫して行う一貫メーカー、（２）原紙を仕入れシートを生産するシートメーカー、（３）段ボールシートを仕入れ製箱するボックスメーカーによって生産される。生産された段ボールシートのうち、ボックスメーカーに出荷される割合は約25％で、約75％は次工程に投入され、段ボール箱としてユーザーや包装資材卸に販売される。
自家消費される段ボールシートの用途をみると、加工食品を中心とした「食料品用」が57.3％と多くを占め、「電気器具・機械器具用」が7.5％、「薬品・洗剤・化粧品用」が6.2パーセントなど多様である（経済産業省『生産動態統計年報（紙･印刷･プラスチック製品･ゴム製品統計編）』従業者50人以上）。
一貫メーカーやシートメーカーは規模が大きいが、ボックスメーカーは規模が小さい企業が多い。本稿では、製箱専業のボックスメーカーの景気動向を中心に取り上げる。

大阪の地位と特徴

「段ボール箱製造業」は、平成28年において、大阪府内に249事業所あり、従業者数は2,831人である。全国に占める割合は、それぞれ10.3％、5.6％である（大阪府『平成27年大阪府の製造業』、経済産業省『平成28年経済センサス活動調査（産業別集計）』）。

また、27年の製造品出荷額等は1,051億円であり、全国に占める割合は6.7％である（同上）。
府内では、ユーザーが多く、物流の便の良い大阪市内一円から、門真市、東大阪市、八尾市などの東大阪地域や、豊中市などの北大阪地域に立地している。
全体の需要は堅調だが規模により差が見られる
経済産業省の生産動態統計年報によると、段ボール箱の原料となる段ボール原紙の生産は26年から29年にかけて増加し続けている。全国ダンボール工業組合連合会は、30年のダンボール需要予測を前年比101.2％としており、需要は堅調なペースで推移すると見込んでいる。

府内での聞き取り調査でも、原紙と同様に段ボール箱の需要は増えているとの声を聞く。従来段ボール箱は事業者間での利用が大半で、最終用途が個人向けというのは引越し等に限られていた。しかし、最近は通販利用者やネット上でのフリーマーケット利用者など個人向けの需要が増加傾向にあり、これに伴い全体的な生産が増えているという。
段ボール箱の需要分野としては、好調なのは加工食品、飲料、化粧品（シャンプー・トリートメント・洗剤を含む）、最近増えている通販などである。一方、お歳暮・お中元などのギフト用は利用者が減ったこともあり不調である。加工食品や大手通販の需要については大ロットで生産できる一貫メーカーやシートメーカーといった大規模な企業が取り扱うことが多く、小規模なボックスメーカーでは、化粧品など小ロットで生産できるものを取り扱う傾向にある。
全体として需要は堅調なようだが、ボックスメーカーは必ずしもそういった需要の恩恵を受けているとは言えない。
30年６月18日に大阪北部を震源とする地震が発生した。当該地震の影響についても府内企業にインタビューしたが、北摂に立地する企業でも操業への影響や需要の増減は特に無く、影響が軽微であったという声が聞かれた。
自社生産は減少傾向
段ボール箱の生産について、府内企業への聞き取り調査では、全体の産出量は変わらないものの内製を縮小し、外注を増やしているという声が聞かれた。外注をした方がコストが安く済むこと、働き方改革や残業の規制などの煽りもあり、労働時間を全社的に減らす傾向にあることなどが理由に挙げられている。このような内製を縮小し外注を拡大する動きは業界で最近よく見られる傾向と聞く。
　原紙価格は上昇、収益は明暗が分かれた
段ボール箱を製造するための主な原料となる段ボール原紙の価格が30年初めに10～15％上昇した。これに加え原油価格の上昇により、インクや結束バンドなどの副資材の仕入価格は上昇しており、さらに、ガソリン価格の高騰により、トラックでの輸送費も上昇している。
この段ボール原紙等の価格上昇は、企業にとって大変負担が大きく業界内でも苦しいとの声が多く挙がっている。各社の収益は、受注単価に転嫁できた企業とできなかった企業で大きく差が出て、明暗が分かれた年であった。コスト増加を受注単価に転嫁することは容易ではなく、値上げに踏み切れず収益を伸ばせなかった企業も多い。業界団体の調査によると、60％程度の企業で価格転嫁ができていないという。
価格転嫁の難しさから、収益性の低下を受注単価を下げて新規受注を獲得し生産量の増加でカバーしようとする企業もある。しかし、１社が受注単価を過度に下げてしまうと、市場の健全な価格競争が阻害される可能性があるとの懸念の声もある。
このような仕入原価上昇に伴う一連の流れを受けて、段ボール箱業界では、収益性を高めるため、いかに原価を下げるか、仕入価格・人件費・機械の能力・運送費・電気代・ガス代などを考慮した原価計算の勉強会を近々実施する予定であるという。
雇用・設備投資は動きなし
生産設備については、５～10年ほど前に投資し、現在投資の予定がないという企業が多い。より生産性の高い設備が販売されているそうだが、現在億単位の高価な設備を導入しても、費用対効果が低いという。外注の増加により、高性能設備の必要性が高くないこと、現在の設備で不便がないことなどの理由が聞かれた。
雇用については、不足感がない企業が見られた。近年外注が増えていることから人手自体は現状で足りているという企業が多い。ただし、一部企業では将来を担う人材がいないという声が聞かれた。工場内の人間の平均年齢の上昇に伴い、若手を育てていく必要があるが、集まりにくいという。高校生に実際のイメージを掴んでもらうため、インターンシップや職業訓練などを行っているが、若手の採用は難しいという。
社会貢献への取組
業界では社会貢献への取組を積極的に行う企業が見られる。段ボール製品は地震や台風などの災害時に活躍する。例えば、避難所の段ボールシートの床敷きやパーテーション、緊急支援物資輸送用の段ボール箱、ダンボール製簡易ベッド、簡易段ボールトイレなどである。震災が起こった際、これらの段ボール製品は需要が高くなり、また被災者から感謝されるので積極的に製造する企業が見られた。
しかし、短期間で多量に必要となり震災が起きてからの製造では間に合わないため、事前に製造しておく必要があるが、製造したものを置くスペースの確保が難しいと言う声も聞かれた。
なお、30年６月の地震では、インタビューの限りでは、特に大きな動きはなかった。
今後の見通し

通販の増加や32年のオリンピックのテレビ需要拡大に伴う需要など、段ボール箱自体の需要は今後も堅調に推移していくとみられる。市場全体の需要の拡大により、ボックスメーカーも間接的なメリットを享受できる可能性があるが、大口の需要そのものの獲得は難しい状況にある。
このような状況の下、ボックスメーカーでは、段ボール箱だけでなく、段ボールを使用した道具箱、机、椅子など新製品の開発を行い、オリジナリティを持つ商品を生みだすという新たな市場の開拓の動きも見られる。
（山田　麻由）
※前回の調査時期は、平成26年４～６月期
表１　段ボールの消費量（全国、平成29年）
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資料：経済産業省『生産動態統計年報（紙・印刷・プラスチック
　　　製品・ゴム製品統計編）』

（注）従業者50人以上の統計。
表２　段ボールの生産、販売（全国）
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資料：経済産業省『生産動態統計年報　紙・印刷・プラスチック
　　　製品・ゴム製品統計編』

（注）従業者同50人以上の統計
業種別景気動向調査　平成30年（2018）年４～６月期
大阪産業経済リサーチセンター

